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本資料の目的 

1. 本資料は、第9回サステナビリティ基準委員会（2023年3月2日開催）において聞か

れた意見をまとめたものである。 

 

聞かれた意見 

「関連する財務諸表の作成基礎として用いた会計基準の開示」に対する意見（審議事項

(1)-2関連） 

（財務諸表の作成基礎として用いた会計基準の開示） 

2. 国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）が求めていない要求事項を、当委員会が

新たに追加するということは、一定のメッセージ性を持つと考えている。今回の論

点は、同時開示（報告の時期）や開示媒体（情報の記載場所）の論点にも関係する

と考えている。 

 事務局は、サステナビリティ関連財務開示と財務諸表が同じ文書の中で提供され

ない場合があることを想定して今回の提案を行っているが、サステナビリティ報告

書として別文書で開示されるような、任意のサステナビリティ関連財務開示は、一

般目的財務報告としてのサステナビリティ関連財務開示とは言えないのではない

か。日本の場合、投資家保護のために重要な情報は有価証券報告書の中にすべて含

めるという前提に立っている点とのギャップが大きいのではないか。ただ、中核と

なる情報が有価証券報告書に含まれ、補完する情報が別の媒体で任意開示されると

いうことであれば問題はない。 

 また、財務諸表の作成にあたっても、例えば、「気候変動等による影響」を評価

しなくてはならないが、別文書とすると財務諸表とサステナビリティ関連財務開示

の結合性のないような開示となることが懸念される。そのような開示は、一般目的

財務報告を構成する一体的なサステナビリティ関連財務開示とは言えないのでは

ないか。この点は、保証に関する議論にも関連してくる。 

 「一般目的財務報告」という言葉が決まっていない中だと、同時開示が望ましい
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と言いつつも、財務諸表とサステナビリティ関連財務開示が別々の媒体での開示で

も問題ないと言っているようにも読める。そのため、「一般目的財務報告の中でサ

ステナビリティ関連財務開示がなされる」ということがどういうことかを検討のう

え、改めて本件に関する書きぶりを整理いただきたい。 

3. 「一般目的財務報告」という用語について、厳密な国際的な定義がないという点は

問題と認識している。現在の国際的な定義は、どのような利用者のための情報なの

かということしか言及されておらず、どういう形で提供されるかということまでは

触れられていないというのが一般的な理解であると思われる。 

4. 金融商品取引法（金商法）の影響を受けない非上場の企業などが、財務諸表を作成

した後にサステナビリティ情報を提供したいと考える場合、同時の提供にはならな

いものの、その場合に当委員会が公表する基準を適用することは、認められても良

いのではないか。 

5. 基準開発のあり方として、当委員会が公表する基準を適用する作成者のイメージを

持っておき、そのような作成者に何を求めるのかを考え、そこから緩めていくとい

うアプローチを考えていくべきではないか。 

 当委員会が公表する基準の主なターゲット層は、金商法の対象となる企業であり、

その中心は上場企業であることが考えられる。仮に、上場企業であまり想定されな

いようなことについても基準に含めていく場合には、資本市場に向けたサステナビ

リティ開示基準を開発するという目的やISSB基準との乖離が生じる可能性を懸念

している。 

6. 同時開示に関してISSBは短期間の経過措置を認める暫定決定を行ったが、同時開示

に関する議論を、ISSBの短期間の経過措置が終了するタイミングで検討するのと、

基本方針として予めから考えておくのとでは、議論のあり方が大きく異なる。現時

点では大きな問題にはならないかもしれないが、経過措置が認められなくなったの

ちには、重大な問題になってくるのではないか。 

7. 上場企業のみを対象とせず、多くの企業に使っていただけるような基準にするとい

う点は、重要だと思う。一方で、上場企業以外にも使えるようにすることで、国際

基準と当委員会が公表する基準との間に乖離が生まれ、結果として当委員会が公表

する基準を適用する企業を限定しかねない懸念があるのだと理解した。これらの点

につき折り合いをつけ、具体的な結論を出すことは、ISSB基準がまだ出ていない中

では難しいのではないか。 
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8. 同時開示の議論については、当委員会の目的である「国際的に整合性がとれた、高

品質なサステナビリティ開示基準を作る」という点を守りつつ、ISSB基準に基づき

検討していくべきと認識している。 

9. 後に同時開示の議論をする際には、準備期間に関する制約条件などにつき、海外と

比較のうえ検討したい。 

（関連する財務諸表へのアクセス方法） 

10. 「サステナビリティ関連財務開示や財務諸表が実際にどのような文書において開

示が行われるのかはさまざまであると考えられ」という事務局の分析は、「どの媒

体で開示しても良い」と言っているようにもみえるため、当該記述については同時

開示につき整理したうえで改めて検討すべきである。 

（文案） 

11. 「結論の背景」のセクションにて「関連する財務諸表」と「サステナビリティ関連

財務開示」という言葉が多数使われている。「関連」という言葉が多数あるため、

読み手の理解を妨げかねない懸念があるのではないか。例えば、「関連する財務諸

表」は「財務諸表」と記載してもよろしいのではないか。 

12. 「アクセス方法」という言葉につき、「アクセス」と記載すると捉え方が人によっ

て異なりかねないため、「入手方法」や「利用方法」などと改める方が良いのでは

ないか。 

 

「国際サステナビリティ基準審議会における審議の状況」に対する意見（審議事項(2)

関連） 

13. 「考慮しなければならない」と訳される shall considerと比べ、「考慮できる」

と訳される may consider は、どのように考えていくべきか、まだ確たるものがま

だ掴めていない。考慮する対象に含まれているだけと考えてよいのだろうか。 
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「委員会の運営について（予算）」に対する意見（審議事項(4)関連） 

（当委員会の運営に関する事項は非公開のため、記載しない。） 

以 上 


